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１ 総排出量予測についての補足資料 

 第５章ごみ処理基本計画において、「第２次計画の取組を継続した場合」の総排出量を推計し

ましたが、推計方法等について補足説明します。 

 

表 資料-1 総排出量の将来予測（Ｐ．37、図 5-2 一部再掲） 

実績 予測※1 実績 予測※2 実績 予測※3 実績 予測※2 実績 予測※4

H14 877 131,577 46,830 35,068 213,475

H15 870 132,899 48,103 33,700 214,702

H16 858 129,543 33,932 34,197 197,672

H17 848 127,494 37,124 34,291 198,909

H18 839 125,818 36,251 35,252 197,321

H19 813 121,682 34,441 35,723 191,846

H20 789 120,524 32,733 33,098 186,355

H21 772 117,779 30,839 33,418 182,036

H22 758 116,295 29,530 32,149 177,974

H23 756 116,259 28,054 32,139 176,452

H24 746 114,231 26,757 31,578 172,566

H25 735 112,610 25,578 31,130 169,318

H26 726 111,072 24,514 30,705 166,291

H27 717 109,910 23,567 30,384 163,861

H28 708 108,223 22,737 29,918 160,878

H29 700 106,900 22,024 29,552 158,476

H30 692 105,635 21,426 29,202 156,263

H31 684 104,710 20,946 28,946 154,602

H32 677 103,262 20,582 28,546 152,390

H33 670 101,997 20,334 28,196 150,527

年度
1人1日あたりごみ・資
源排出量（g/人日）

総排出量（トン）

ごみ量
資源量 計

可燃・不燃・粗大ごみ量 持込ごみ量

 

 

 

(1) １人１日あたりごみ・資源排出量（予測※１） 

平成 14 年度から 22 年度までの実績により、近似式で推計しました。近似式は図 資料-1 に

示すように４つの近似式を比較しましたが、１人１日あたりごみ・資源排出量の減尐傾向は今

後歯止めがかかると考えられることから、累乗近似式 y = 2162.1x-0.335（xは年度、yは１人１

日あたりごみ・資源排出量）を採用しました。 
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図 資料-1 １人１日あたりごみ・資源排出量の推計 

 

 

(2) 持込ごみ量（予測※３） 

平成 18 年度から 22 年度までの実績により、近似式で推計しました。図 資料-2 に示すよう

に４つの近似式を比較しましたが、持込ごみ量の減尐傾向にも下限があるものと考え、多項式

近似式 y = 58.276x2 - 4035.4x + 90040（xは年度、yは持込ごみ量）を採用しました。 

 

 
図 資料-2 持込ごみ量の推計 
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(3) 総排出量（予測※４） 

(1)で採用した累乗近似式から、各年度の１人１日あたりごみ・資源排出量（表 資料-2①）

を算出します。これに各年度における将来人口（表 資料-2②）と年間日数（表 資料-2③）を

乗じて、年間ごみ・資源排出量（表 資料-2④）を算出します。 

また、(2)で採用した多項式近似式から、各年度の持込ごみ量（表 資料-2⑤）を算出します。 

そして、各年度の年間ごみ・資源排出量と持込ごみ量の合計が、総排出量（表 資料-2⑥）に

なります。 

 
表 資料-2 総排出量の推計 

年度 

          

総排出量

（トン） 

      年間ごみ・

資源排出

量（トン） 

持込ごみ

量（トン） 1 人 1 日あたりごみ・

資源排出量（g/人日） 
将来人口 年間日数 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ 

H23 756 536,106 366 148,398 28,054 176,452 

H24 746 535,779 365 145,809 26,757 172,566 

H25 735 535,451 365 143,740 25,578 169,318 

H26 726 535,124 365 141,777 24,514 166,291 

H27 717 534,797 366 140,294 23,567 163,861 

H28 708 534,504 365 138,141 22,737 160,878 

H29 700 534,211 365 136,452 22,024 158,476 

H30 692 533,919 365 134,837 21,426 156,263 

H31 684 533,626 366 133,656 20,946 154,602 

H32 677 533,333 365 131,808 20,582 152,390 

H33 670 532,257 365 130,193 20,334 150,527 

①累乗近似式 y = 2162.1x-0.335（xは年度、yは１人１日あたりごみ・資源排出量）により算 

 出、小数点以下四捨五入 

②将来人口予測（Ｐ．35 、図 5-1）より 

④＝①×②×③÷106 

⑤多項式近似式 y = 58.276x2 - 4035.4x + 90040（x は年度、yは持込ごみ量）により算出 

⑥＝④＋⑤ 
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(4) ごみ量及び資源量の内訳（予測※２） 

Ｐ．37 の図 5-2 のごみ量（可燃・不燃・粗大ごみ量）及び資源量の内訳は、(3)で算出した

年間ごみ・資源排出量をもとに、平成 22 年度におけるごみ・資源排出実績の比率から、按分

計算しました。平成 22 年度におけるごみ・資源排出実績及び比率は、表 資料-3 のとおりで

す。 

この方法により、各年度のごみ量及び資源量の内訳を推計した結果が、表 資料-4 になりま

す。表 資料-4の数値が図 5-2、Ｐ．40の図 5-3及びＰ．42の図 5-5における各数値の根拠に

なります。 

 

表 資料-3 平成 22 年度におけるごみ・資源排出実績及び比率 

分別区分 実績（トン） 比率 

可燃ごみ 108,111 72.8% 

不燃ごみ 4,498 3.0% 

粗大ごみ 3,685 2.5% 

古紙 5,585 3.8% 

びん 4,725 3.2% 

缶 2,043 1.4% 

ペットボトル 2,128 1.4% 

紙パック 60.6 0.04% 

乾電池 59.6 0.04% 

食品用トレイ 8.5 0.01% 

ボトル容器 11.5 0.01% 

集団回収 17,183 11.6% 

オフィスリサイクル等 345 0.2% 

合  計 148,444 100.0% 
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表 資料-4 各年度のごみ量及び資源量の内訳 

               単位：トン 

年度 

年間 

ごみ・資源 

排出量 

ごみ量（持込ごみを除く） 資源量 

可燃ごみ 不燃ごみ 粗大ごみ 計 古紙 びん 缶 
ペット 

ボトル 
紙パック 乾電池 

食品用 

トレイ 

ボトル 

容器 

集団 

回収 

オフィス 

リサイクル 

等 
計 

H23 148,398 108,078 4,497 3,684 116,259 5,583 4,723 2,043 2,127 61 60 8 11 17,178 345 32,139 

H24 145,809 106,192 4,419 3,620 114,231 5,486 4,641 2,007 2,090 60 59 8 11 16,878 339 31,578 

H25 143,740 104,686 4,356 3,569 112,610 5,408 4,575 1,979 2,060 59 58 8 11 16,639 334 31,130 

H26 141,777 103,256 4,296 3,520 111,072 5,334 4,512 1,952 2,032 58 57 8 11 16,411 330 30,705 

H27 140,294 102,176 4,251 3,483 109,910 5,278 4,465 1,931 2,011 57 56 8 11 16,240 326 30,384 

H28 138,141 100,607 4,186 3,430 108,223 5,197 4,397 1,902 1,980 56 56 8 11 15,990 321 29,918 

H29 136,452 99,377 4,135 3,388 106,900 5,134 4,343 1,878 1,956 56 55 8 11 15,795 317 29,552 

H30 134,837 98,201 4,086 3,347 105,635 5,073 4,291 1,856 1,933 55 54 8 10 15,608 313 29,202 

H31 133,656 97,342 4,050 3,318 104,710 5,029 4,254 1,840 1,916 55 54 8 10 15,471 311 28,946 

H32 131,808 95,995 3,994 3,272 103,262 4,959 4,195 1,814 1,889 54 53 8 10 15,257 306 28,546 

H33 130,193 94,819 3,945 3,232 101,997 4,898 4,144 1,792 1,866 53 52 7 10 15,070 303 28,196 
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２ 計画策定の検討体制 

(1) 板橋区資源環境審議会 

 

板橋区資源環境審議会の概要 

目的・役割 資源及び廃棄物並びに環境に関する行政の円滑な運営を図るため、設置された

区長の付属機関で、区長の諮問に応じて所管事項について調査審議し、答申を

行います。 

 

（所掌事項） 

・区が定める資源及び廃棄物並びに環境に関する計画の策定及び変更に関す

ること 

・資源及び廃棄物並びに環境に関する区の主要な施策に関すること 

・区が行う資源及び廃棄物並びに環境の施策に関する報告事項に関すること 

・そのほか、資源及び環境の施策を推進するために必要と認める事項 

 

構成 学識経験者、地域団体等の代表者（板橋区町会連合会、板橋産業連合会、板橋

区商店街連合会、東京商工会議所板橋支部、板橋区資源リサイクル事業協同組

合、東京あおば農業協同組合、板橋区婦人団体協議会、東京都環境衛生事業協

同組合板橋区支部）、区民（公募）、区議会議員、関係行政機関の職員（環境省・

東京都）、区職員（副区長） 

 

 

(2) 板橋区資源環境審議会清掃・リサイクル部会 

 

清掃・リサイクル部会の概要 

目的・役割 特定の事項を調査審議するため、資源環境審議会の下に設置された専門部会で、

主に一般廃棄物処理基本計画の策定に関する調査審議を行い、その経過・結果

を資源環境審議会に報告します。 

 

構成 資源環境審議会の会長が指名する資源環境審議会委員 

学識経験者、地域団体等の代表者（板橋区町会連合会、板橋産業連合会、板橋

区商店街連合会、東京商工会議所板橋支部、板橋区資源リサイクル事業協同組

合、東京あおば農業協同組合、板橋区婦人団体協議会、東京都環境衛生事業協

同組合板橋区支部）、区民（公募）、関係行政機関の職員（東京都） 
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板橋区資源環境審議会の構成 

氏名 団体・役職 

会長 大西隆 東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻教授 

副会長 三橋規宏 千葉商科大学政策情報学部名誉教授 

委員 

（副部会長） 
平山義康※ 大東文化大学環境創造学部教授 

委員 

（部会長） 
石垣智基※ 独立行政法人国立環境研究所主任研究員 

委員 石田彪※ 板橋区町会連合会副会長（～平成 23 年７月７日） 

委員 山口邦代※ 板橋区町会連合会副会長（平成 23年７月８日～） 

委員 坂本大太郎※ 板橋産業連合会副会長 

委員 須藤徹※ 板橋区商店街連合会副会長 

委員 中尾美佐男※ 東京商工会議所板橋支部建設副分科会長 

委員 皆川三彦※ 板橋区資源リサイクル事業協同組合理事長 

委員 立石清秀※ 東京あおば農業協同組合代表理事専務 

委員 手島有哉子※ 板橋区婦人団体協議会ホームヘルプ部部長 

委員 小泉雅義※ 東京都環境衛生事業協同組合板橋区支部長 

委員 鈴木和貴※ 区民代表 

委員 内田ユリ子※ 区民代表 

委員 内野徳宏※ 区民代表 

委員 杉田ひろし 板橋区議会議員 

委員 川口雅敏 板橋区議会議員 

委員 はぎわら洋一 板橋区議会議員 

委員 竹内愛 板橋区議会議員 

委員 高橋正憲 板橋区議会議員 

委員 苦瀬雅仁 環境省総合環境政策局環境計画課長（～平成 23年 10 月２日） 

委員 加藤庸之 環境省総合環境政策局環境計画課長（平成 23 年 10 月３日～） 

委員 今井正美※ 東京都環境局廃棄物対策部一般廃棄物対策課長 

委員 安井賢光 板橋区副区長 

幹事等 

幹事 ：政策経営部長、資源環境部長、都市整備部長、土木部長、教育委員会事務局次長 

事務局：資源環境部環境保全課長、資源環境部清掃リサイクル課長、資源環境部板橋東清掃事務 

所長、資源環境部板橋西清掃事務所長、資源環境部エコポリスセンター所長、土木部み 

どりと公園課長 

 ※清掃・リサイクル部会委員 
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(3) 「エコポリス板橋」推進本部 

 

「エコポリス板橋」推進本部の概要 

目的・役割 人と環境が共生する環境都市「エコポリス板橋」の実現に向けて、資源及び廃

棄物並びに環境に関する行政の推進を図るため、設置された庁内の検討・推進

体制で、環境関連計画の策定及び進行管理、環境に関する施策の推進等を行い

ます。 

 

（所掌事項） 

・環境基本計画の策定及びその実施状況に係わる進行管理に関すること 

・一般廃棄物処理基本計画の策定及びその実施状況に係わる進行管理に関す

ること 

・「環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する計画」の策定

並びにその実施状況に係わる進行管理に関すること 

・その他資源及び廃棄物並びに環境に関する施策の推進に関すること 

 

構成 区長を本部長とし、副区長・教育長を副本部長、各部長を本部員として組織さ

れます。また、推進本部の下に課長級の幹事会が置かれます。 

本部長 ：区長 

副本部長：副区長、教育長 

本部員 ：政策経営部長、施設管理担当部長、総務部長、東京二十三区清掃一

部事務組合板橋清掃工場長、危機管理室長、区民文化部長、産業経

済部長、健康生きがい部長、福祉部長、子ども家庭部長、資源環境

部長、都市整備部長、土木部長、会計管理室長、教育委員会事務局

次長 

 

※幹事会（一般廃棄物処理基本計画の策定及びその実施状況に係わる進行管理

に関することについて検討する場合） 

会長  ：資源環境部長 

幹事  ：政策経営部政策企画課長、政策経営部財政課長、総務部総務課長、

東京二十三区清掃一部事務組合板橋清掃副工場長、危機管理室防災

危機課長、区民文化部地域振興課長、産業経済部産業振興課長、資

源環境部環境保全課長、資源環境部清掃リサイクル課長、資源環境

部板橋東清掃事務所長、資源環境部板橋西清掃事務所長、資源環境

部エコポリスセンター所長、土木部管理課長、教育委員会事務局庶

務課長 
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(4) 検討経過 

計画策定に係る検討は、板橋区資源環境審議会、板橋区資源環境審議会清掃・リサイクル部

会、及び「エコポリス板橋」推進本部を中心に議論が進められました。 

また、検討された内容に関してパブリックコメントを行い、区民・事業者等の方々を対象に

広く意見を募集しました。 

以下に、「板橋区一般廃棄物処理基本計画（第三次）」策定に係る検討経過を示します。 

 

計画策定に係る検討経過 

開催日 検討会名 検討内容 

（平成 23年） 

３月 28 日 
第 34 回資源環境審議会 

・板橋区一般廃棄物処理基本計画（第２

次）の改定について（諮問） 

５月 20 日 第１回清掃・リサイクル部会 
・現行計画の進捗状況について 

・次期計画の主要課題について 

６月 17 日 第２回清掃・リサイクル部会 

・次期計画における課題と施策の方向性 

（家庭ごみ有料化に向けた取組につ

いて、廃プラスチックの取り扱いにつ

いて） 

７月８日 第３回清掃・リサイクル部会 
・次期計画における課題と施策の方向性 

（新たなごみ減量施策の検討・推進） 

７月 29 日 第４回清掃・リサイクル部会 ・中間報告案について 

８月 10 日 「エコポリス板橋」推進本部幹事会 

・中間報告案について ８月 25 日 「エコポリス板橋」推進本部 

10 月 12 日 第 35 回資源環境審議会 

11 月４日 第５回清掃・リサイクル部会 ・計画骨子案について 

11 月 22 日 第６回清掃・リサイクル部会 ・計画素案について 

12月10～26日 パブリックコメント（意見募集） 
・板橋区一般廃棄物処理基本計画（第三

次）素案 

12 月 26 日 「エコポリス板橋」推進本部幹事会 

・最終答申案について 
（平成 24年） 

１月 10 日 
「エコポリス板橋」推進本部 

１月 18 日 第 36 回資源環境審議会 

２月８日 「エコポリス板橋」推進本部幹事会 

・答申について ２月 17 日 「エコポリス板橋」推進本部 

３月１日 第 37回資源環境審議会 

３月１日 第 37回資源環境審議会 
・板橋区一般廃棄物処理基本計画（第２

次）の改定について（答申） 
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３ 環境都市宣言等 

(1) 「エコポリス板橋」環境都市宣言 

 

「エコポリス板橋」環境都市宣言 

豊かな自然 澄んだ空気 静かでやすらぎのある暮らしは私たちすべての区民の願いです 

板橋区には みどりと水の豊かな自然やいきいきとしたまちなみなど 誇れる環境が残さ

れています 

しかし 近年の盛んな都市活動は かつての良好な環境を徐々に失わせ さらに地球環境

をも悪化させています 

環境にやさしい暮らし方や事業活動を進めながら かけがえのない地球環境を子孫に引き

継いでいくことが 私たちに課せられた責務です 

私たち板橋区民は 真に快適な環境を創造するために 人と環境が共生する都市「エコポリ

ス板橋」の実現を目指していくことをここに宣言します 

１. 私たちは 毎日の生活が地球環境に影響を及ぼしていることを認識し 地球市民とし

て行動します 

２. 私たちは リサイクルの推進やエネルギーの節約に努め 地球の資源を大切にします 

３. 私たちは みどりや水 空気を大切に守り様々な生物が共に生きていける環境づくり

に努めます 

平成５年４月１日 板橋区 
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(2)  東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に

関する条例 

 

東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する条例 

 

平成 11 年 12 月１日東京都板橋区条例第 49号 

改正 

平成 12 年 11 月 24 日条例第 63号 

平成 14 年 10 月 23 日条例第 38号 

平成 15 年 10 月 20 日条例第 34号 

平成 16 年３月 11 日条例第 24号 

平成 17 年 12 月 20 日条例第 51号 

平成 19 年 11 月１日条例第 38号 

 

目次 

前文 

第１章 総則 

第１節 通則（第１条・第２条） 

第２節 区長の責務等（第３条―第 10条） 

第３節 事業者の責務（第 11条） 

第４節 区民の責務（第 12 条） 

第２章 廃棄物の発生抑制及び再利用の促進 

第１節 区長が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等（第 13 条・第 14 条） 

第２節 事業者が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等（第 15条―第 22条） 

第３節 区民が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等（第 23 条・第 24 条） 

第３章 廃棄物の適正な処理 

第１節 通則（第 25 条―第 28条） 

第２節 適正処理困難物の抑制（第 29条―第 31条） 

第３節 一般廃棄物の処理（第 32条―第 46条） 

第４節 産業廃棄物の処理（第 47条―第 49条） 

第５節 大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置（第 50 条） 

第４章 手数料等（第 51条―第 65条） 

第５章 生活環境に及ぼす影響についての調査の結果の縦覧等の手続（第 65 条の２―第 65 条の

５） 

第６章 地域環境の清潔保持（第 66 条―第 70 条） 

第７章 雑則（第 71 条―第 75条） 

第８章 罰則（第 76 条―第 79条） 

付則 
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廃棄物をめぐる問題は、今や地域における適正な処理という次元を超え、地球的な規模での環

境保全と資源の有効利用を図る観点から、適切な取り組みが求められている。わたしたちの経済

社会システムそのものが、大量生産、大量消費、大量廃棄の過程で、地球温暖化、資源の枯渇、

環境汚染等の深刻な問題を発生させているからである。 

わたしたちは、廃棄物が地球資源から生まれ、また貴重な資源になり得ることを念頭に置き、

生活の様式や経済の仕組み等を見直し、経済社会システムを循環型に変えていく必要がある。そ

して、かけがえのない地球環境を将来の世代に引き継がなければならない。 

そのためには、資源の採取、生産、流通及び消費のすべての段階で廃棄物の発生を抑制するこ

とが重要である。そのうえで発生する廃棄物は、資源として循環する仕組みを整備して再利用を

図り、最終的に処分するものについては、適正な処理を行う必要がある。そして、循環や処理の

過程における環境への負荷をできる限り低減しなければならない。 

板橋区が廃棄物にかかる事業を実施するにあたり、区民、事業者及び区は、互いに情報を共有

し、公平な役割分担と緊密な連携、協働のもとに、人と環境が共生する循環型都市「エコポリス

板橋」の実現を目指して、この条例を制定する。 

 

第１章 総則 

第１節 通則 

（目的） 

第１条 この条例は、廃棄物の発生を抑制し、再利用を促進するとともに、廃棄物を適正に処理

し、あわせて生活環境を清潔にすることによって、生活環境の保全及び公衆衛生の向上並びに

循環型都市の形成を図り、もって区民の健康で快適な生活を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45年法律第

137 号。以下「法」という。）及び特定家庭用機器再商品化法（平成 10年法律第 97号）の例に

よる。 

２ この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 家庭廃棄物 一般家庭の日常生活に伴って生じた廃棄物をいう。 

(2) 事業系廃棄物 事業活動に伴って生じた廃棄物をいう。 

(3) 事業系一般廃棄物 事業系廃棄物のうち、産業廃棄物以外の廃棄物をいう。 

(4) 再利用 活用しなければ不要となる物又は廃棄物を再び使用すること又は資源として利

用することをいう。 

一部改正〔平成 12年条例 63号〕 

第２節 区長の責務等 

（基本的責務） 

第３条 区長は、あらゆる施策を通じて、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理を図

らなければならない。 

２ 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する事業の実施に当たっては、

環境への負荷の低減に努めるとともに、効率的な運営をしなければならない。 
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３ 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する区民の自主的な活動を支

援するよう努めなければならない。 

４ 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する区民及び事業者の意識の

啓発を図るよう努めなければならない。 

（指導又は助言） 

第４条 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理を確保するため、必要と認め

るときは、区民及び事業者に対し、指導又は助言を行うことができる。 

（事業に関する情報の提供） 

第５条 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関し、事業の執行及び環境

への負荷に関する状況を常に区民に明らかにしなければならない。 

２ 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する区民及び事業者の活動に

資するため、その活動内容その他の廃棄物に関する必要な情報を適切に提供するよう努めなけ

ればならない。 

（区民及び事業者の意見反映） 

第６条 区長は、一般廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理について、区民及び事業

者の意見を施策に反映するよう努めなければならない。 

（東京都板橋区資源環境審議会への諮問） 

第７条 区長は、一般廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する基本方針その他

の重要事項の決定に当たっては、東京都板橋区資源環境審議会条例（平成９年板橋区条例第 30

号）に基づく東京都板橋区資源環境審議会に諮らなければならない。 

（リサイクル推進員） 

第８条 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に熱意と見識を有する者のう

ちから、リサイクル推進員を委嘱する。 

２ リサイクル推進員は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理等のため、区の施策

への協力その他の必要な活動を行う。 

３ 前２項に定めるもののほか、リサイクル推進員について必要な事項は、区長が定める。 

（顕彰） 

第９条 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関し、功績があったと認め

られる区民、事業者及びこれらの者で構成する団体を顕彰することができる。 

（協力等） 

第 10条 区長は、区民及び事業者と連携し、協働して廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正

な処理に努めなければならない。 

２ 区長は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関する事業の実施に当たって、

必要と認めるときは、他の地方公共団体と協力し、又は調整を図るものとする。 

第３節 事業者の責務 

第 11条 事業者は、その事業活動に関し、環境への負荷の低減に努めるとともに、自らの責任に

おいてその事業系廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理をしなければならない。 

２ 事業者は、前項の取り組みに関し、自ら必要な情報を提供するように努めなければならない。 
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３ 事業者は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関し、区の施策に協力しなけ

ればならない。 

第４節 区民の責務 

第 12条 区民は、環境に配慮した生活をするとともに、廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等に

努めなければならない。 

２ 区民は、廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関し、区の施策に協力しなけれ

ばならない。 

 

第２章 廃棄物の発生抑制及び再利用の促進 

第１節 区長が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等 

（資源物収集、再利用等） 

第 13条 区長は、廃棄物の発生抑制及び再利用に関する計画を定めなければならない。 

２ 区長は、資源物（区長が行う廃棄物の収集において、再利用を目的として分別して収集する

物をいう。以下同じ。）の収集等を行うことにより、廃棄物の再利用の促進に努めなければなら

ない。 

３ 区長は、物品の調達に当たっては、再生品等の環境に配慮した製品を選択する等により、自

ら廃棄物の発生抑制及び再利用の促進に努めなければならない。 

一部改正〔平成 16年条例 24号〕 

（資源回収業者への協力要請及び支援） 

第 14条 区長は、再利用を促進するため、資源回収等を業とする事業者に必要な協力を求めると

ともに、当該事業者を支援するよう努めなければならない。 

第２節 事業者が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等 

（事業系廃棄物の発生抑制及び再利用の促進） 

第 15条 事業者は、資源の有効活用等により、事業系廃棄物の発生を抑制しなければならない。 

２ 事業者は、再利用の可能な物の分別を徹底し、その活用方法を開発する等、事業系廃棄物の

再利用を促進するために必要な措置を講じなければならない。 

（廃棄物の発生抑制等） 

第 16条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、長期間使用可能な製品の開発、製品の修

理体制の確保等廃棄物の発生抑制に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再生資源（資源の有効な利用の促進に関する

法律（平成３年法律第 48号）第２条第４項に規定する再生資源をいう。）、再生部品（同法第２

条第５項に規定する再生部品をいう。）及び再生品を利用するよう努めなければならない。 

一部改正〔平成 12年条例 63号〕 

（再利用の容易性の自己評価等） 

第 17条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等の再利用の容易性につ

いてあらかじめ自ら評価し、再利用の容易な製品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器

等の再利用の方法についての情報を提供すること等により、その製品、容器等の再利用を促進

しなければならない。 
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（適正包装等） 

第 18条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、自ら包装、容器等に係る基準を設定する

等により、その包装、容器等の適正化を図り、廃棄物の発生抑制に努めなければならない。 

２ 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、再び使用することが可能な包装、容器等の普

及に努め、使用後の包装、容器等の回収策を講ずること等により、その包装、容器等の再利用

の促進を図らなければならない。 

３ 事業者は、区民が商品の購入等に際して、当該商品について適正な包装、容器等を選択でき

るよう努めるとともに、区民が包装、容器等を不要とし、又はその返却をする場合には、その

回収等に努めなければならない。 

（事業用大規模建築物の所有者等の義務） 

第 19条 事業用の大規模建築物で、板橋区規則（以下「規則」という。）で定めるもの（以下「事

業用大規模建築物」という。）の所有者は、再利用を促進する等により、当該事業用大規模建築

物から排出される事業系一般廃棄物を減量しなければならない。 

２ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用大規模建築物から排出される事業系一般廃棄物

の減量及び適正な処理に関する業務を担当させるため、規則で定めるところにより、廃棄物管

理責任者を選任し、その旨を区長に届け出なければならない。 

３ 事業用大規模建築物の所有者は、規則で定めるところにより、再利用に関する計画を作成し、

当該計画書を区長に提出しなければならない。 

４ 事業用大規模建築物の所有者は、当該事業用大規模建築物又は敷地内に規則で定める基準に

従い、再利用の対象となる物の保管場所を設置するよう努めなければならない。 

５ 事業用大規模建築物の占有者は、当該事業用大規模建築物から生ずる事業系一般廃棄物の減

量に関し事業用大規模建築物の所有者に協力しなければならない。 

６ 事業用大規模建築物を建設しようとする者（以下「事業用大規模建築物の建設者」という。）

は、当該事業用大規模建築物又は敷地内に規則で定める基準に従い、再利用の対象となる物の

保管場所を設置しなければならない。この場合において、事業用大規模建築物の建設者は、当

該保管場所について、規則で定めるところにより、あらかじめ区長に届け出なければならない。 

（改善勧告） 

第 20条 区長は、事業用大規模建築物の所有者が前条第１項から第３項までのいずれかの規定に

違反していると認めるとき、又は事業用大規模建築物の建設者が同条第６項の規定に違反して

いると認めるときは、当該事業用大規模建築物の所有者又は当該事業用大規模建築物の建設者

に対し、期限を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるべき旨の勧告をすることができる。 

（公表） 

第 21条 区長は、前条に規定する勧告を受けた事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建

築物の建設者がその勧告に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

２ 区長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表をされるべき

者にその理由を通知し、その者が意見を述べ、証拠を提示する機会を与えなければならない。 

（収集拒否等） 

第 22条 区長は、事業用大規模建築物の所有者又は事業用大規模建築物の建設者が前条第１項の
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規定による公表をされた後において、なお、第 20条に規定する勧告に係る措置をとらなかった

ときは、当該事業用大規模建築物から排出される事業系廃棄物の収集若しくは運搬を拒否し、

又は区長の指定する処理施設への搬入を禁止することができる。 

第３節 区民が行う廃棄物の発生抑制及び再利用の促進等 

（自主的行動） 

第 23条 区民は、廃棄物の発生を抑制し、再生品の使用又は不用品の活用等により、再利用を促

進しなければならない。 

２ 区民は、再利用の可能な物の分別を行うとともに、集団回収等による再利用を促進するため

の区民の自主的な活動に参加し、協力すること等により、資源の有効利用に努めなければなら

ない。 

（包装、容器等の廃棄物の発生抑制等） 

第 24条 区民は、商品の購入等に際しては、適正な包装、容器等を選択すること等により、廃棄

物の発生抑制及び再利用の促進に努めなければならない。 

 

第３章 廃棄物の適正な処理 

第１節 通則 

（家庭廃棄物の処理） 

第 25条 区長は、家庭廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、及びこれを運搬

する等、適正に処理しなければならない。ただし、特定家庭用機器廃棄物については、この限

りでない。 

一部改正〔平成 12年条例 63号〕 

（事業系廃棄物の処理） 

第 26条 事業者は、その事業系廃棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに自ら運搬し、若

しくは処分し、又は廃棄物の収集若しくは運搬若しくは処分を業として行うことのできる者に

運搬させ、若しくは処分させなければならない。 

（特定家庭用機器廃棄物の処理） 

第 26条の２ 区民及び事業者は、特定家庭用機器廃棄物を排出する場合にあっては、当該特定家

庭用機器廃棄物の再商品化等が確実に実施されるよう、特定家庭用機器廃棄物の収集若しくは

運搬をする者又は再商品化等をする者に適切に引き渡さなければならない。 

２ 区長は、特定家庭用機器廃棄物の収集及び運搬並びに再商品化等を促進するよう、必要な措

置を講じなければならない。 

追加〔平成 12年条例 63号〕 

（事業者の中間処理義務） 

第 27条 事業者は、その事業系廃棄物の処理に当たっては、再生、破砕、圧縮、焼却、油水分離、

脱水等の処理（以下「中間処理」という。）を行うことにより、その減量を図らなければならな

い。 

（処理技術の開発） 

第 28条 事業者は、事業系廃棄物の適正な処理について、自ら又は共同して技術開発を図らなけ



 

 87 

ればならない。 

第２節 適正処理困難物の抑制 

（処理困難性の自己評価等） 

第 29条 事業者は、物の製造、加工、販売等に際して、その製品、容器等が廃棄物になった場合

における処理の困難性についてあらかじめ自ら評価し、適正な処理が困難にならないような製

品、容器等の開発を行うこと、その製品、容器等に係る廃棄物の適正な処理の方法についての

情報を提供すること等により、その製品、容器等が廃棄物になった場合においてその適正な処

理が困難になることのないようにしなければならない。 

（適正処理困難物の製造等の抑制） 

第 30条 事業者は、その製品、容器等が廃棄物となった場合において、その適正な処理が困難と

なる物（以下「適正処理困難物」という。）については、その製造、加工、販売等を自ら抑制し

なければならない。 

（事業者の下取り等による回収義務） 

第 31条 区長は、適正処理困難物を指定し、これを公表することができる。 

２ 前項で指定する適正処理困難物の製造、加工、販売等を行う事業者は、自らの責任でその適

正処理困難物を下取り等により回収しなければならない。 

３ 区民は、前項の事業者が適正処理困難物を回収しようとするときは、これに協力するものと

する。 

４ 区長は、第２項の事業者が適正処理困難物を回収しないと認めるときは、その事業者に対し、

期限を定めて、回収するよう命ずることができる。 

第３節 一般廃棄物の処理 

（処理の計画） 

第 32条 区長は、規則で定めるところにより一般廃棄物の処理に関する計画（以下「一般廃棄物

処理計画」という。）を定め、これを告示しなければならない。 

２ 区長は、一般廃棄物処理計画に重要な変更があったときは、その都度告示しなければならな

い。 

（処理） 

第 33条 区長は、一般廃棄物処理計画に従い、家庭廃棄物を処理しなければならない。 

２ 区長は、家庭廃棄物の処理に支障がないと認めるときは、事業系一般廃棄物の処理を行うも

のとする。 

一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（計画遵守義務等） 

第 34 条 土地又は建築物の占有者（占有者がない場合は、管理者とする。以下この章、第４章、

第 72 条及び別表において「占有者」という。）は、その土地又は建築物内の家庭廃棄物を可燃

物、不燃物、資源物等に分別し、規則で定める各別の容器又は袋（以下「容器等」という。）に

収納して所定の場所に持ち出す等一般廃棄物処理計画に従わなければならない。 

２ 占有者は、家庭廃棄物を収納する容器等について、家庭廃棄物が飛散し、流出し、及びその

悪臭が発散しないようにするとともに、当該容器等及び当該容器等を持ち出しておく所定の場
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所を常に清潔にしておかなければならない。 

一部改正〔平成 16年条例 24号〕 

（資源物の帰属） 

第 34条の２ 前条第１項の規定により所定の場所に持ち出された資源物の所有権は、区に帰属す

る。この場合において、区長が指定する事業者以外のものは、区に帰属する資源物を収集し、

又は運搬してはならない。 

追加〔平成 16年条例 24号〕 

（粗大ごみの排出） 

第 35 条 占有者は、粗大ごみを排出するときは、廃棄物処理手数料の額に応じた枚数の第 52 条

第１項に規定する有料粗大ごみ処理券を添付しなければならない。ただし、これによりがたい

と区長が認めるときは、区長の指示に従わなければならない。 

２ 占有者が区長の指定する施設に粗大ごみを運搬して排出するときの手続は、規則で定める。 

一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（事業系一般廃棄物等の排出） 

第 36 条 事業者は、区長の収集及び運搬する事業系一般廃棄物（動物の死体及びし尿を除く。）

又は一般廃棄物とあわせて処理する産業廃棄物を容器で排出するときは容器に収納する容量に、

袋で排出するときは収納する袋の容量に相当する第 53 条第１項に規定する有料ごみ処理券を

添付しなければならない。ただし、これによりがたいと区長が認めるとき、又は臨時に排出す

るときは、区長の指示に従わなければならない。 

（排出禁止物） 

第 37条 占有者は、区長が行う家庭廃棄物の収集に際して、次に掲げる家庭廃棄物を排出しては

ならない。 

(1) 有害性の物 

(2) 危険性のある物 

(3) 引火性のある物 

(4) 著しく悪臭を発する物 

(5) 特別管理一般廃棄物に指定されている物 

(6) 前各号に掲げるもののほか、家庭廃棄物の処理を著しく困難にし、又は家庭廃棄物の処理

施設の機能に支障が生ずる物 

２ 占有者は、前項各号に掲げる家庭廃棄物を処分しようとするときは、区長の指示に従わなけ

ればならない。 

（動物の死体） 

第 38条 占有者は、その土地又は建築物内の動物の死体を自らの責任で処分できないときは、遅

滞なく区長に届け出て、その指示に従わなければならない。 

（改善命令等） 

第 39 条 区長は、占有者が第 34 条の規定に違反していると認めるときは、その占有者に対し、

期限を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるよう命ずることができる。 

（事業者の処理） 
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第 40条 事業者は、その事業系一般廃棄物を自ら処理するときは、規則で定める処理の基準に従

わなければならない。 

一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（事業系一般廃棄物保管場所の設置） 

第 41条 事業者は、その建築物又は敷地内に事業系一般廃棄物の保管場所を設置しなければなら

ない。 

２ 前項の保管場所は、規則で定める基準に適合するものでなければならない。 

３ 事業者は、その排出する事業系一般廃棄物を第１項に規定する保管場所に集めなければなら

ない。 

（事業者に対する中間処理等の命令） 

第 42条 区長は、事業者に対し、特に必要があると認めるときは、その事業系一般廃棄物をあら

かじめ中間処理して排出するよう命ずることができる。 

２ 区長は、事業者に対し、その事業系一般廃棄物を可燃物、不燃物、資源物等に分別して排出

するよう命ずることができる。 

一部改正〔平成 16年条例 24号〕 

（事業者に対する運搬等の命令） 

第 43条 区長は、規則で定める量以上の事業系一般廃棄物を排出する事業者に対し、その事業系

一般廃棄物を運搬し、又は処分するよう命ずることができる。 

（一般廃棄物管理票） 

第 44条 規則で定める事業者は、事業系一般廃棄物を区長の指定する処理施設に運搬する場合に

は、規則で定めるところにより、事業系一般廃棄物の種類、排出場所等を記載した一般廃棄物

管理票を当該施設の管理者に提出しなければならない。 

２ 前項の事業者は、事業系一般廃棄物を他人に委託して区長の指定する処理施設に運搬させる

場合には、当該受託者に同項に規定する一般廃棄物管理票を交付しなければならない。 

３ 前項の受託者は、その受託した事業系一般廃棄物を区長の指定する処理施設に運搬する場合

には、同項に規定する一般廃棄物管理票を当該施設の管理者に提出しなければならない。 

４ 前３項に規定するもののほか、一般廃棄物管理票の回付その他必要な事項は、規則で定める。 

（改善命令等） 

第 45条 区長は、事業者が第 40 条又は第 41条の規定に違反していると認めるときは、その事業

者に対し、期限を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるよう命ずることができる。 

（準用） 

第 46 条 第 33 条第１項、第 34条、第 34 条の２及び第 37 条から第 39 条までの規定は、事業系

一般廃棄物の処理について準用する。 

一部改正〔平成 16年条例 24号〕 

第４節 産業廃棄物の処理 

（一般廃棄物とあわせて処理する産業廃棄物） 

第 47 条 区長は、一般廃棄物の処理又はその処理施設の機能に支障が生じない範囲内において、

一般廃棄物とあわせて処理することが必要と認める産業廃棄物の処理を行うことができる。 
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２ 区長は、前項に規定する一般廃棄物とあわせて処理することが必要と認める産業廃棄物の処

理については、一般廃棄物処理計画に含めるものとする。 

（処理命令） 

第 48条 区長は、一般廃棄物の処理又はその処理施設の機能に支障が生ずるおそれがあると認め

るときは、一般廃棄物とあわせて処理する産業廃棄物を排出する事業者に対し、その産業廃棄

物の保管、運搬又は処分を命ずることができる。 

（準用） 

第 49 条 第 33 条、第 34条、第 39 条、第 41 条、第 42 条及び第 45条（第 40 条の規定に違反し

たことによる改善命令等に係るものを除く。）の規定は、一般廃棄物とあわせて処理する産業廃

棄物の処理について準用する。 

第５節 大規模建築物の廃棄物保管場所等の設置 

第 50 条 規則で定める大規模建築物を建設しようとする者（以下「建設者」という。）は、その

建築物又は敷地内に一般廃棄物の保管場所及び保管設備（以下「保管場所等」という。）を設置

しなければならない。この場合において、建設者は、当該保管場所等について、規則で定める

ところにより、あらかじめ区長に届け出なければならない。 

２ 保管場所等は、規則で定める基準に適合するものでなければならない。 

３ 区長は、保管場所等について、建設者が前２項の規定に違反すると認めるときは、当該建設

者に対し、期限を定めて、保管場所等の設置その他必要な措置を命ずることができる。 

４ 第１項に規定する建築物の占有者は、その建築物から排出される一般廃棄物を保管場所等に

集めなければならない。 

 

第４章 手数料等 

全部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（廃棄物処理手数料） 

第 51 条 区長は、家庭廃棄物（動物の死体及びし尿を除く。以下この項において同じ。）の収集

及び運搬をしたときは１日平均 10 キログラムを超える量の家庭廃棄物を排出した占有者又は

臨時に排出した占有者から、粗大ごみの収集及び運搬をするとき又は区長の指定する施設に運

搬して排出された粗大ごみの運搬をするときは粗大ごみを排出する占有者から、別表に定める

廃棄物処理手数料を徴収する。 

２ 区長は、事業系一般廃棄物（動物の死体及びし尿を除く。）又は一般廃棄物とあわせて処理す

る産業廃棄物の収集及び運搬をするときは、これらの廃棄物を排出する事業者又は臨時に排出

した事業者から別表に定める廃棄物処理手数料を徴収する。 

３ 区長は、事業者が事業系一般廃棄物（動物の死体及びし尿を除く。）又は一般廃棄物とあわせ

て処理する産業廃棄物を区長の指定する最終処分場に運搬したときは、その事業者から別表に

定める廃棄物処理手数料を徴収する。 

４ 区長は、別表に掲げる廃棄物の重量を基準にして算定する廃棄物処理手数料について、重量

を基準にして算定することが著しく実情に合わないと認めるときは、規則で定めるところによ

り、重量以外の基準により算定することができる。 
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５ 既に納付した廃棄物処理手数料は、還付しない。ただし、区長は、特別の理由があると認め

るときは、その全部又は一部を還付することができる。 

一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（有料粗大ごみ処理券の交付） 

第 52条 区長は、前条第１項の粗大ごみの廃棄物処理手数料をあらかじめ納付した者に有料粗大

ごみ処理券を交付する。 

２ 有料粗大ごみ処理券に関し必要な事項は、区長が定める。 

（有料ごみ処理券の交付） 

第 53 条 区長は、第 51 条第２項の廃棄物処理手数料をあらかじめ納付した者（臨時に排出する

事業者を除く。）に有料ごみ処理券を交付する。 

２ 有料ごみ処理券に関し必要な事項は、区長が定める。 

（動物死体処理手数料） 

第 54 条 区長は、第 38 条（第 46 条において準用する場合を含む。）の規定による届出に従い動

物の死体を処理したときは、占有者又は事業者から別表に定める動物死体処理手数料を徴収す

る。 

一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（手数料の減免） 

第 55 条 区長は、天災その他特別の理由があると認めるときは、第 51 条に規定する廃棄物処理

手数料又は前条に規定する動物死体処理手数料を減額し、又は免除することができる。 

（督促） 

第 56条 区長は、第 51条の廃棄物処理手数料又は第 54条の動物死体処理手数料を納期限までに

納付しない者があるときは、納期限経過後 20 日以内に規則で定める督促状を発行して督促する。 

２ 前項に規定する督促状には、その発行の日から 15日以内において納付すべき期限を指定する。 

（延滞金の額及び徴収方法） 

第 57条 前条の規定による督促をした場合においては、当該手数料の金額に、その納期限の翌日

から納付の日までの期間の日数に応じ、その金額（1,000 円未満の端数があるとき、又は 2,000

円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てる。）に年 14.6 パーセント（督促

状に指定する期限までの期間については、年 7.3 パーセント）の割合を乗じて計算した金額に

相当する延滞金額を加算して徴収する。 

２ 延滞金の確定金額に 100 円未満の端数があるとき、又はその全額が 1,000 円未満であるとき

は、その端数金額又はその全額を切り捨てる。 

（延滞金額の減免） 

第 58条 第 51 条の廃棄物処理手数料又は第 54条の動物死体処理手数料を納付すべき者が、災害

その他やむを得ない理由により納期限までに納付できなかったときは、前条の規定による延滞

金額を減額し、又は免除することができる。 

第 59条から第 64 条まで 削除 

削除〔平成 17年条例 51号〕 

（許可申請手数料等） 
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第 65 条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める額の手数料を申請の際に納付しなければな

らない。 

(1) 法第７条第１項の規定に基づき一般廃棄物の収集又は運搬の業の許可を受けようとする

者 １万 5,000 円 

(2) 法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物の収集又は運搬の業の許可に係る許可証の再

交付を受けようとする者 3,000 円 

(3) 法第７条第２項の規定に基づき一般廃棄物の収集又は運搬の業の許可の更新を受けよう

とする者 １万円 

(4) 法第７条第６項の規定に基づき一般廃棄物の処分の業の許可を受けようとする者 １万

5,000 円 

(5) 法第７条第６項の規定に基づく一般廃棄物の処分の業の許可に係る許可証の再交付を受

けようとする者 3,000 円 

(6) 法第７条第７項の規定に基づき一般廃棄物の処分の業の許可の更新を受けようとする者 

１万円 

(7) 法第７条の２第１項の規定に基づき一般廃棄物の収集又は運搬の事業の範囲の変更の許

可を受けようとする者 １万円 

(8) 法第７条の２第１項の規定に基づき一般廃棄物の処分の事業の範囲の変更の許可を受け

ようとする者 １万円 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者が、東京都の特別区（板橋区を除く。）において既に

法第７条第１項の規定に基づく一般廃棄物の収集及び運搬の業の許可を受けた者であるときは、

手数料を納付することを要しない。 

(1) 法第７条第１項の規定に基づき一般廃棄物の運搬（区長の指定する処理施設への区長の 

指定する一般廃棄物の運搬に限る。）のみの業の許可を受けようとする者 

(2) 法第７条第２項の規定に基づき一般廃棄物の運搬（区長の指定する処理施設への区長の 

指定する一般廃棄物の運搬に限る。）のみの業の許可の更新を受けようとする者 

全部改正〔平成 17年条例 51号〕 

 

第５章 生活環境に及ぼす影響についての調査の結果の縦覧等の手続 

追加〔平成 14年条例 38号〕、一部改正〔平成 17年条例 51号〕 

（対象となる施設の種類） 

第 65 条の２ 法第９条の３第２項（同条第８項において準用する場合を含む。以下同じ。）の規

定による同条第１項に規定する調査の結果を記載した書類（以下「調査書」という。）の公衆へ

の縦覧及び意見書を提出する機会の付与の対象となる一般廃棄物処理施設の種類は、廃棄物の

処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年政令第 300 号）第５条第１項に規定するごみ処理

施設とする。 

追加〔平成 14年条例 38号〕 

（縦覧等の告示） 

第 65条の３ 区長は、調査書を公衆の縦覧に供し、意見書を提出する機会を付与しようとすると
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きは、その旨を告示するものとする。 

追加〔平成 14年条例 38号〕 

（縦覧の場所及び期間） 

第 65条の４ 調査書の縦覧の場所は、区長が前条の規定による告示において指定するものとする。 

２ 前項の縦覧の期間は、前条の規定による告示の日から起算して１月間とする。 

追加〔平成 14年条例 38号〕 

（意見書の提出先及び提出期限） 

第 65 条の５ 法第９条の３第２項の規定による意見書の提出先は、区長が第 65 条の３の規定に

よる告示において指定するものとする。 

２ 前項の意見書の提出期限は、前条第２項の縦覧期間満了の日の翌日から起算して２週間を経

過する日までとする。 

追加〔平成 14年条例 38号〕 

 

第６章 地域環境の清潔保持 

（地域の生活環境） 

第 66条 土地又は建築物を占有し、又は管理する者は、その土地又は建築物及びそれらの周囲の

清潔を保ち、相互に協力して地域の生活環境を保全するよう努めなければならない。 

（公共の場所の清潔保持） 

第 67条 何人も、公園、広場、道路その他の公共の場所を汚してはならない。 

２ 公園、広場、道路その他の公共の場所において、宣伝物、印刷物その他の物（以下「宣伝物

等」という。）を配布し、又は配布させた者は、その宣伝物等が散乱した場合においては、速や

かに当該宣伝物等の清掃を行わなければならない。 

３ 土木工事、建築工事その他の工事に伴って土砂、がれき、廃材等（以下「土砂等」という。）

を生じさせる者は、土砂等を適正に管理して、道路その他の公共の場所に土砂等が飛散し、及

び流出しないようにしなければならない。 

（公共の場所の管理者の責務） 

第 68 条 前条第１項に規定する公共の場所の管理者は、その管理する場所の清潔を保ち、かつ、

みだりに廃棄物が捨てられないように適正に管理しなければならない。 

（空き地の管理） 

第 69条 空き地を所有し、又は管理する者は、その空き地にみだりに廃棄物が捨てられないよう

に、その周囲に囲いを設ける等適正に管理しなければならない。 

２ 前項に規定する者は、その空き地に廃棄物が捨てられたときは、その廃棄物を自らの責任で

処理しなければならない。 

（改善命令等） 

第 70条 区長は、前３条のいずれかの規定に違反することにより、生活環境を著しく害している

と認められる者に対し、期限を定めて、必要な改善その他必要な措置をとるよう命ずることが

できる。 
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第７章 雑則 

（市街地開発事業における処理施設） 

第 71条 規則で定める大規模な市街地開発事業を行おうとする者は、当該市街地開発事業の計画

の策定に当たっては、当該市街地開発事業の区域から生ずる廃棄物を適正に処理するため、当

該市街地開発事業の区域に廃棄物の処理施設を確保する等必要な措置を講ずるよう努めるもの

とする。 

２ 前項に規定する者は、当該市街地開発事業の計画の策定に当たっては、あらかじめ、当該市

街地開発事業の区域から生ずる一般廃棄物の適正な処理方法等について、区長に協議しなけれ

ばならない。 

（報告の徴収） 

第 72 条 区長は、法第 18 条第１項に規定するもののほか、この条例の施行に必要な限度におい

て、占有者その他の関係者に対し、必要な報告を求めることができる。 

（立入検査） 

第 73 条 区長は、法第 19 条第１項に規定するもののほか、この条例の施行に必要な限度におい

て、その職員に、必要と認める場所に立入り、廃棄物管理に関し、必要な帳簿書類その他の物

件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係人に提示し

なければならない。 

３ 第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（廃棄物管理指導員） 

第 74 条 前条第１項の規定による立入検査及び廃棄物管理に関する指導の職務を担当させるた

め、規則で定めるところにより、廃棄物管理指導員を置く。 

（委任） 

第 75条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第８章 罰則 

第 76 条 次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。 

(1) 第 31 条第４項の規定による命令に違反した者 

(2) 第 42 条（第 49 条において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反した者 

(3) 第 45 条（第 49 条において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反した者 

(4) 第 50 条第３項の規定による命令に違反した者 

第 77条 第 39 条（第 46条及び第 49 条において準用する場合を含む。）の規定による命令に違反

した者は、５万円以下の罰金に処する。 

第 78 条 第 50 条第１項の規定による届出をしなかった者は、３万円以下の罰金又は科料に処す

る。 

全部改正〔平成 17年条例 51号〕 

第 79 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は  
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人の業務に関し、前３条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対

して各本条の罰金刑又は科料刑を科する。 

 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 12年４月１日から施行する。 

（処分、申請等に関する経過措置） 

２ この条例の施行前に東京都廃棄物の処理及び再利用に関する条例（平成４年東京都条例第

140 号。以下「都条例」という。）の規定により東京都知事がした許可等の処分その他の行為（以

下この項において「処分等の行為」という。）又はこの条例の施行の際現に東京都知事に対して

行っている許可の申請その他の行為（以下この項において「申請等の行為」という。）で、施行

日以後において区長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、同日以後において

は区長のした処分等の行為又は区長に対して行った申請等の行為とみなす。 

３ この条例の施行前に都条例の規定により東京都知事に対して報告、届出その他の手続をしな

ければならない事項で、施行日前にその手続がされていないものについて、施行日以後におい

て区長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものについては、区長に対して、報告、

届出その他の手続がされていないものとみなして、この条例の相当規定を適用する。 

（有料粗大ごみ処理券等に関する経過措置） 

４ この条例の施行前に都条例第 58 条の２又は第 58 条の３の規定により、東京都知事が交付し

た有料粗大ごみ処理券又は有料ごみ処理券については、この条例の施行日以後３月の間は、区

長が収集及び運搬する廃棄物に添付するものに限り、第 52 条又は第 53 条に基づき区長が交付

したものとみなす。 

（延滞金の割合の特例） 

５ 当分の間、第 57 条に規定する延滞金の年 7.3 パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず

各年の特例基準割合（各年の前年の 11 月 30 日を経過する時における日本銀行法（平成９年法

律第 89 号）第 15 条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割引率に年４パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。）が年 7.3 パーセントの割合に満たない場合には、その年中

においては、当該特例基準割合（当該割合に 0.1 パーセント未満の端数があるときは、これを

切り捨てる。）とする。この場合における延滞金の額の計算において、その計算の過程における

金額に１円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。 

（一般廃棄物処理業の許可手数料の特例） 

６ 一般廃棄物処理業の許可を受けようとする者又は一般廃棄物処理業者で、その事業の範囲を

変更しようとするものに係る許可手数料について、この条例の施行日以後６年の間、区長は、

規則で定めるところにより、第 65条第１号から第４号までに定める許可手数料を減額し、又は

免除することができる。 

（東京都板橋区資源の有効利用の推進に関する条例の廃止） 

７ 東京都板橋区資源の有効利用の推進に関する条例（平成４年板橋区条例第 60 号）は、廃止す

る。 
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（東京都板橋区資源環境審議会条例の一部改正） 

８ 東京都板橋区資源環境審議会条例（平成９年板橋区条例第 30 号）の一部を次のように改正す

る。 

第１条、第２条第１号及び第２号中「資源及び環境」を「資源及び廃棄物並びに環境」に改め、

同条第３号中「資源及び環境施策」を「資源及び廃棄物並びに環境の施策」に改め、同条第４号

中「資源及び環境」を「資源及び廃棄物並びに環境」に改める。 

 

付 則（平成 12 年 11 月 24 日条例第 63号） 

この条例は、平成 13年４月１日から施行する。ただし、第 63条の改正規定は、公布の日から

施行する。 

 

付 則（平成 14 年 10 月 23 日条例第 38号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

付 則（平成 15 年 10 月 20 日条例第 34号） 

この条例は、平成 15 年 12 月１日から施行する。 

 

付 則（平成 16 年３月 11 日条例第 24号） 

この条例は、平成 16 年４月１日から施行する。 

 

付 則（平成 17 年 12 月 20 日条例第 51号） 

１ この条例は、平成 18年４月１日から施行する。ただし、付則第５項の規定は、公布の日から

施行する。 

２ この条例の施行の際、現に申請又は届出を受理しているものに係る一般廃棄物の収集若しく

は運搬又は処分の業（以下「一般廃棄物処理業」という。）の許可、事業の範囲の変更の許可及

び許可証の再交付については、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる者は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）の規定によ

る一般廃棄物処理業の許可その他の処分を受けたものとみなす。 

(1) この条例の施行の際、現にこの条例による改正前の東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再 

利用の促進及び適正な処理に関する条例（以下「旧条例」という。）の規定による一般廃棄

物処理業の許可その他の処分を受けている者 

(2) 前項の規定によりなお従前の例によることとされる一般廃棄物処理業の許可その他の処

分を受ける者 

４ この条例の施行前に、次の各号に掲げる規定のいずれかに該当することとなった一般廃棄物

処理業の許可を受けた者に対する当該各号に定める処分については、なお従前の例による。 

(1) 旧条例第 63 条各号 事業の全部若しくは一部の停止又は区長の指定する処理施設への搬

入の禁止 

(2) 旧条例第 63 条の２第１項各号 許可の取消し 
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(3) 旧条例第 63 条の２第２項各号 許可の取消し 

５ この条例を施行するために必要な準備行為は、この条例の施行前においても行うことができ

る。 

６ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

付 則（平成 19 年 11 月１日条例第 38号） 

１ この条例は、平成 20 年４月１日から施行する。ただし、付則第６項の規定は公布の日から、

付則第７項の規定は平成 20 年３月 21 日から施行する。 

２ この条例による改正後の東京都板橋区廃棄物の発生抑制、再利用の促進及び適正な処理に関

する条例（以下「新条例」という。）別表１の部１の項及び２の項の規定は、この条例の施行の

日（以下「施行日」という。）以後に区長が収集及び運搬を行うものについて適用し、同日前に

区長が収集及び運搬を行ったものについては、なお従前の例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、施行日から平成 20 年４月 30 日までの間に、付則第５項の規定に

よりなお使用することができるとされる有料ごみ処理券を添付するものに係る手数料の額につ

いては、なお従前の例による。 

４ 新条例別表１の部３の項及び４の項の規定は、施行日以後に収集の申告がなされるものにつ

いて適用し、同日前に収集の申告がなされたものについては、なお従前の例による。 

５ この条例の施行の際、現に交付されている有料ごみ処理券（付則第７項の規定に基づき交付

されている有料ごみ処理券を除く。）については、施行日から平成 20年４月 30日までの間に区

長が収集及び運搬する廃棄物に添付するものに限り、なお使用することができる。 

６ この条例を施行するために必要な準備行為は、施行日前においても行うことができる。 

７ 施行日以後の収集及び運搬に係る新条例別表１の部２の項の規定に係る有料ごみ処理券の交

付は、施行日前においても行うことができる。 
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別表（第 51 条・第 54 条関係） 

１ 廃棄物処理手数料 

 

 区分 手数料 

１ １日平均 10 キログラムを超える量の家庭

廃棄物を排出した占有者 

１日平均 10 キログラムを超える量１キログ

ラムにつき 

32 円 50 銭 

２ 事業系一般廃棄物又は一般廃棄物とあわせ

て処理する産業廃棄物を排出する事業者 

１キログラムにつき 

32 円 50 銭 

ただし、有料ごみ処理券を添付して排出する

ときは、10 リットルまでごとに 

61 円 

３ 臨時に排出した占有者又は事業者 １キログラムにつき 

32 円 50 銭 

４ 粗大ごみ（区長の指定する施設に運搬して

排出されるものを除く。）を排出する占有者 

2,200 円を限度として粗大ごみの品目別に

規則で定める額（以下「品目別額」という。） 

５ 区長の指定する施設に粗大ごみを運搬して

排出する占有者 

品目別額の総額の２分の１の額（この額に

100 円未満の端数があるときは、その端数金

額を切り捨てる。） 

６ 区長の指定する最終処分場に運搬した事業

者 

１キログラムにつき 

９円 50 銭 

 

２ 動物死体処理手数料 

 

動物の死体 １頭につき 2,600 円 

一部改正〔平成17年条例51号・19年38号〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 99 

４ 用語集 

 

括弧内は初出ページです。 

あ行  

ＩＳＯ14001（あいえすお

ー14001） 

（Ｐ．57） 

環境マネジメントシステムに関する国際規格です。企業や公共団体

等の組織が、環境保全に取り組む時の管理体制等について規定して

います。 

エコマーク 

（Ｐ．55） 

環境への負荷が尐ない、あるいは環境の改善に役立つ環境に優しい

製品を示すマークで、1990 年に導入されました。メーカーや流通

業者の申請を受けて、環境省所管の（財）日本環境協会が審査し、

認定された商品にはマークをつけることが許されるものです。 

ＮＰＯ（えぬぴーおー） 

（Ｐ．50） 

「非営利団体（Non-profit Organization）」の略称で、社会貢献活

動や慈善活動を行う市民団体等をいいます。 

 

温室効果ガス 

（Ｐ．46） 

太陽からの熱を地球に封じ込め、地表を暖める働きを持つガスで

す。人為的な温室効果ガスには、二酸化炭素（ＣＯ2）、メタン（Ｃ

Ｈ4）、一酸化二窒素（Ｎ2Ｏ）等があります。 

か行  

拡大生産者責任 

（Ｐ．55） 

生産者の責任を製品の廃棄後の段階にまで拡大する考え方で、英語

表記の Extended Producer Responsibility の頭文字を取り、ＥＰ

Ｒとも呼ばれています。 

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）のガイダンスマニュアルによれば、

ＥＰＲの特徴は、製品使用後の責任を市町村から上流の生産者に移

すことにより、製品の企画・設計段階における環境配慮を生産者に

促すことにありますが、どの程度の責任を上流部に移すかについて

は、各国の判断に委ねられています。 

環境基本計画 

（Ｐ．3） 

国や地方自治体の環境保全に関する長期的・基本的な取組を示す計

画です。国の環境基本計画は、平成５年制定の環境基本法に基づい

て策定されています。 

 

さ行  

最終処分 

（Ｐ．20） 

廃棄物は資源化・再利用される場合を除き、最終的には埋め立てら

れており、これを最終処分といいます。最終処分を行う場所につい

ては、最終処分場の構造基準及び維持管理基準が定められており、

遮断型処分場、安定型処分場、管理型処分場の三つのタイプに分け

られています。 



 

 100 

雑がみ 

（Ｐ．33） 

リサイクル可能な投げ込みチラシ、パンフレット、コピー紙、包装

紙、紙袋、紙箱等を指します。公益財団法人古紙再生促進センター

では、「家庭から排出される古紙のうち、新聞（折込チラシを含む）、

雑誌、段ボール、飲料用パックのいずれの区分にも入らないもの」

と定義しています。 

サーマルリサイクル（熱

回収） 

（Ｐ．11） 

廃棄物を卖に焼却処理するだけではなく、焼却の際に発生するエネ

ルギーを回収・利用することです。 

板橋区では、平成 20 年４月から資源化しない廃プラスチック等に

ついて、分別区分を不燃ごみから可燃ごみに変更して、サーマルリ

サイクルを本格実施しました。 

資源有効利用促進法 

（Ｐ．3） 

平成 13 年４月に施行された、主に製造事業者を対象とした法律で

す。事業者に対し製品の省資源化や長寿命化のほか、パソコン等の

使用済み製品の回収、リサイクルを推進することを義務づけ、廃棄

物の発生抑制や部品等の再利用を促進しようというものです。 

 

循環型社会形成推進基本

法 

（Ｐ．3） 

平成 12 年に制定された、資源消費や環境負荷の尐ない「循環型社

会」の構築を促すための基本方針を定めた法律です。廃棄物処理や

リサイクル推進における「排出者責任」と「拡大生産者責任」を明

確にし、３Ｒの優先順位を定めるといった点が特徴です。 

 

浄化槽 

（Ｐ．66） 

し尿（トイレ汚水）と雑排水（台所や風呂、洗濯等からの排水）を

あわせて処理することができる浄化槽を合併処理浄化槽、し尿のみ

を処理する浄化槽を卖独処理浄化槽といいます。浄化槽法（1983

年）の改正等によって、卖独浄化槽の新設は実質的に禁止されてい

るため、現在では「合併処理」をつけなくても、浄化槽といえば合

併浄化槽を意味するようになっています。 

食品リサイクル法 

（Ｐ．58） 

平成 12 年に制定された、食品製造工程から出る材料くずや売れ残

った食品、食べ残し等の「食品廃棄物」を減らし、リサイクルを進

めるため、生産者や販売者等に食品廃棄物の減量・リサイクルを義

務づけた法律です。正式名称を「食品循環資源の再生利用等の促進

に関する法律」といいます。 

３Ｒ（すりーあーる） 

（Ｐ．10） 

平成 12 年６月に施行された循環社会形成推進基本法に示されてい

る廃棄物・リサイクル対策の優先順位で、第一に廃棄物の発生抑制

（Reduce：リデュース）、第二に使用済製品、部品の再使用（Reuse：

リユース）、第三に回収されたものを原材料として再生利用する

（Recycle：リサイクル）とされています。 
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生活排水 

（Ｐ．2） 

家庭から排出されるし尿・浄化槽汚でいと、洗濯や台所等の排水（生

活雑排水）を総称して、生活排水といいます。 

た行  

中間処理 

（Ｐ．20） 

収集したごみを無害化、資源化、減量化、安定化するための処理全

般をいいます。具体的な中間処理方法としては、焼却処理、破砕・

選別処理、圧縮・減容処理等があります。 

デポジット制度 

（Ｐ．56） 

製品価格に一定金額の「デポジット（保証金）」を上乗せして販売

し、製品や容器が使用後に返却された時に保証金を返却することに

より、製品や容器の回収を促進する制度です。 

東京二十三区清掃一部事

務組合 

（Ｐ．3） 

清掃工場を始めとするごみ処理施設の整備・管理等に関する事務

を、特別区が共同して処理することを目的として、地方自治法第

284 条第２項の規定に基づき、平成 12 年４月に設立された一部事

務組合です。 

な行  

生ごみコンポスト容器 

（Ｐ．22） 

生ごみを堆肥にするための容器で、土の上や地中に設置するものや

密閉式の容器があります。 

生ごみ処理機 

（Ｐ．22） 

生ごみを処理するための家電製品で、微生物により分解する方式

と、温風等により乾燥させる方式とがあります。 

は行  

ＰＤＣＡサイクル（ぴー

でぃーしーえーさいく

る） 

（Ｐ．46） 

計画を作成（Plan）し、その計画を組織的に実行（Do）し、その結

果を内部で点検（Check）し、不都合な点を是正（Action）した上

で、さらに元の計画に反映させていくことで、品質の維持・向上や

環境の継続的改善を図る考え方です。環境管理に関する国際規格Ｉ

ＳＯ14000 にも採用されています。 

プラスチック製容器包装 

（Ｐ．29） 

容器包装リサイクル法（1995 年）でメーカーにリサイクルが義務

づけられた容器包装のうち、先行して法の対象とされたペットボト

ルを除くプラスチック製のものをいいます。ペットボトルを含まな

いため、「その他のプラスチック容器」と称されることもあります。 

資源有効利用促進法（1991 年）に基づく「指定表示製品」として、

識別マークがつけられることとされています。 

や行  

容器包装リサイクル法 

（Ｐ．1） 

 

正式名称を「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関す

る法律」といい、平成７年に制定された容器包装ごみのリサイクル

を、製造者に義務づけた法律です。対象となる再商品化義務のある

容器包装は、ガラスびん、ペットボトル、紙製容器包装、プラスチ

ック製容器包装の４品目です。 
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溶融スラグ 

（Ｐ．20） 

焼却灰等を 1200℃以上の高温で溶かし、これを固めて黒いガラス

粒状の物質にしたものです。スラグは路盤材やコンクリート原料と

して利用できます。 

ら行  

リターナブルびん 

（Ｐ．55） 

一升びん、ビールびん、牛乳びん、清涼飲料びん等、繰り返し使用

されるガラスびんをいいます。 

レアメタル・レアアース 

（Ｐ．46） 

レアメタルは産出量が尐ない希尐金属のことで、プラチナ・モリブ

デン・コバルト・ニッケル等が代表的です。携帯電話等の身近な電

子機器に使用されています。 

レアアースは、希土類元素の酸化物や塩化物のことで、ハイブリッ

ドや電気自動車のモーターや自動車の排出ガス浄化用触媒として

使用される等、ハイテク製品に欠かせないものとなっています。 

参考資料：「EIC ネット 環境用語集」(財)環境情報普及センター 

 



 

 103 

 

 

 

 

 

板橋区一般廃棄物処理基本計画（第三次） 

◆発行日 

 平成２４年３月 

◆編集・発行 

 板橋区資源環境部清掃リサイクル課 

 〒173-8501 板橋区板橋二丁目６６番１号 

  Tel  ：０３－３５７９－２２１８ 

  Fax  ：０３－３５７９－２２４９ 

  E-mail：s-keikaku@city.itabashi.tokyo.jp 

刊行物番号 

２３－１７５ 

 



 

 104 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
循環型都市エコポリス板橋の実現をめざして 

 
 

 




